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令和６年度農林水産省行政事業レビュー行動計画 

 

令和６年４月 26 日 

農 林 水 産 省 

 

「行政事業レビューの実施等について」（平成 25 年４月５日閣議決定）、「行政事業レビュ

ー実施要領」（平成 25 年４月２日行政改革推進会議策定）等を踏まえ、農林水産省において、

行政事業レビュー（以下「レビュー」という。）を推進するとともに、国からの資金交付に

より造成された基金（以下「基金」という。）について、レビューの枠組みの下、適切な管

理に向けた取組等（以下「基金の点検等」という。）を行うため、行動計画を以下のとおり

定める。 

 

Ⅰ．レビューの取組体制（別紙１） 

（１）農林水産省におけるレビューを実施するため、「農林水産省行政事業レビュー推進

チーム」（以下「チーム」という。）を設置する。 

（２）レビューの統括責任者は官房長、副統括責任者は危機管理・政策立案総括審議官及

び総括審議官とする。 

（３）外部の視点を活用したレビューの実施に取り組むため、外部有識者によって構成さ

れる「農林水産省行政事業レビュー外部有識者会合」を設置する。 

（４）チームの庶務は、広報評価課が予算課その他の大臣官房関係課の協力を得ながら、

各局庁庶務課と連携して処理する。 

（５）各局庁においては、庶務課を中心として事業所管課、地方支分部局等との連携・協

力体制を構築する。 

 

Ⅱ．レビュー 

１．レビューの対象事業等 

（１）レビューの対象事業は、令和５年度の事業（以下「前年度事業」という。）、令和６

年度に新規に開始した事業（以下「新規開始事業」という。）及び令和７年度予算概算

要求において新規に要求する事業（以下「新規要求事業」という。）全て（事務的経

費、人件費等は除く。）とする。 

（２）事業の単位については、予算編成過程での活用を前提として、また、国民への分か

りやすさや成果の検証可能性等に配慮し、適切な事業単位を設定した上で、「１事業

１シート」の原則にのっとり行政事業レビューシート（以下「レビューシート」とい

う。）を作成する。また、政策評価との対応関係に留意する。 

 

２．事業所管課等による事業の実態把握及び点検 

（１）事業所管課は、１．（１）の対象事業について、活動・成果実績や予算の支出先、使

途等の実態を把握し、必要性、有効性、効率性に加え、エビデンス（根拠）に基づく
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政策立案（以下「ＥＢＰＭ」という。）等の観点から事業の見直し等改善の余地がない

か厳格に点検を行うとともに、行政事業レビューシート作成要領にのっとった入力と

なっているか、誤字脱字等についても丁寧に確認を行う。（第１次チェック） 

実態把握に当たっては、地方支分部局による現地調査や地方公共団体への問い合わ

せ等を適宜実施し、可能な限り末端の支出先や使途の詳細等まで早期に把握するよう

努める。 

（２）各局庁の庶務課は、事業所管課による第１次チェックの内容について必要に応じて

ヒアリング等を行い、実態把握及び点検の結果等が適当でないと認める場合は、事業

所管課に対し改善を求める。（第２次チェック） 

（３）広報評価課は、予算課と連携の上、各局庁による第２次チェックの内容について必

要に応じてヒアリング等を行い、実態把握及び点検の結果等が適当でないと認める場

合は、各局庁に対し更なる改善を求める。（第３次チェック） 

 

３．レビューシートの作成 

事業所管課は、実態把握及び点検の結果等をレビューシートに入力する。レビューシ

ートの作成に当たっては、国民に対する説明責任を果たす観点から、分かりやすく入力

するよう留意する。 

 

４．チームによる事業の点検 

（１）チームは、２．（１）～（３）で事業所管課等が実施した実態把握及び点検の結果等

について、（２）の外部有識者による点検及び（３）の公開プロセスの結果も踏まえ、

厳格な点検を行う。点検結果については、所見としてレビューシートに入力する。 

（２）チームは、１．（１）の対象事業のうち、以下の①～⑥の基準のいずれかに該当する

ものについて、当省が選任した外部有識者に点検を求める。この場合、当該外部有識

者の理解を得て事業の選定を行う。 

① 令和５年度に新規に開始したもの。ただし、令和５年度の補正予算に計上さ

れ、新規に開始したものは、令和７年度（令和５年度中に事業が終了したものは

令和６年度）に点検を求めるものとする。 

② 令和６年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの（類似事業を

継続する場合に限る。） 

③ 令和５年度のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となっ

たもの 

④ 新たに定性的なアウトカムを設定するもの（主たるアウトカムを定量的に設定

した上で、定性的なアウトカムを付記した場合を除く。）又は既に定性的なアウト

カムを設定しているものでその進捗状況について確認する必要があるもの 

⑤ 令和７年度予算の概算要求に向けて事業の見直しの有無等を判断する必要があ

るもの 

⑥ その他、全てのレビュー対象事業について、少なくとも５年に一度を目途に外

部有識者の点検を受けることになるよう選定する。この場合、特に、以下のア～
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エに該当するものを重点的に選定する。 

ア 令和６年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連するもの 

イ 令和５年度に事業内容が大幅に見直され、実施されたもの又は令和７年度予算

の概算要求に向けて事業内容の大幅な見直しを検討しているもの 

ウ 入札等において一者応札・一者応募となった契約又は競争性のない随意契約に

基づいて、令和５年度に、一者当たり 10 億円以上の支出を行った支出先（国庫

債務負担行為等による場合は、契約総額が 10 億円以上となった契約先）を含む

もの 

エ 事業の執行等に関して、国会の審議はもとより、会計検査院、総務省行政評価

局、マスコミなど内外から問題点を指摘されたもの等、外部の視点による点検の

必要性が高いと判断されるもの 

また、対象事業を政策・施策単位でまとめて同一の外部有識者に点検を求める、目

標年度における効果検証や過去の外部有識者による点検の結果を踏まえたメリハリ

付けを行うなど、効率的な実施に努める。 

（３）チームは、（２）の対象事業のうち、以下の①～⑥の基準のいずれかに該当するも

のについて、公開プロセスを実施する。この場合、外部有識者（内閣官房行政改革推

進本部事務局が選任した外部有識者を含む。以下（４）において同じ。）の理解を得て

事業の選定を行う。 

① アウトカムの設定など、ＥＢＰＭ的観点から点検する必要があるもの 

② 事業の規模が大きく（10 億円以上）、又は政策の優先度が高いもの（予算の白

本掲載事業等） 

③ 長期的又は継続的に取り組んでいる事業（５年程度）等で、執行方法、制度等

の改善の余地が大きいと考えられるもの 

④ 事業の執行等に関して、国会の審議はもとより、会計検査院、総務省行政評価

局、マスコミなど内外から問題点を指摘されたもの 

⑤ 令和６年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連するもの 

⑥ その他以下のア及びイに該当するもの等、公開の場で外部の視点による点検を

行うことが有効と判断されるもの 

ア 令和５年度のレビューの取組において、アウトカムに関する指摘の対象となっ

たもの 

イ 執行率が低いもの 

ただし、以下の(ア)～(オ)に該当するものについては、公開プロセスの対象か

ら除外する。 

(ア) 事業単位で１億円未満のもの（令和５年度補正後の予算額ベース） 

(イ) 論点が専門的・技術的に過ぎ国民の関心を惹起することが期待し難い事業、

事業内容の改善の余地が乏しいと考えられる事業など、公開の場で議論するの

にふさわしくないもの 

(ウ) 過去３年間に、公開プロセスの対象となったもの 
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(エ) 令和５年度補正予算に計上され、新規に開始したもの 

(オ) 令和５年度限りのもの（令和６年度以降も実質的に継続していると判断され

るものを除く。） 

（４）チームは、公開プロセスを含む外部有識者による点検終了後、令和７年度予算概算

要求提出前を目途に、レビューの取組全般について、外部有識者が大臣、副大臣又は

大臣政務官に対して、講評を行う場を設ける。 

 

５．概算要求及び予算執行への反映・公表 

（１）事業所管課は、４．（１）のチームによる所見を、当該事業及び同種の事業の令和７

年度予算の概算要求及び令和６年度予算の執行等に的確に反映する。このため、省内

における令和７年度予算の概算要求の検討は、レビューのスケジュールを考慮して実

施する。また、「行政改革推進会議による検証の強化について」（平成 27 年３月 31 日

行政改革推進会議決定）に基づき実施される秋のレビューにおける指摘事項を、以後

の予算等に適切に反映する。 

（２）レビューシートについては、（１）における反映状況等を分かりやすく入力し、令

和７年度予算概算要求提出期限の翌日までに、レビューシートシステム上で公表する。 

また、チームは、レビューシートの公表に併せて、令和７年度予算概算要求への反

映状況等をレビューシートシステム上で公表する。 

なお、レビューシートを公表後に令和６年度の補正予算が成立した場合には、レビ

ューシートを作成の上、当該補正予算成立後２週間以内に公表するものとする。 

 
 

Ⅲ．基金の点検等 

１．基金の点検等の対象基金等 

基金の点検等の対象は、国から交付された資金の全部又は一部を原資として独立行政

法人・公益法人等や地方公共団体に造成された基金（①「基金シート」作成対象基金、

②「地方公共団体等保有基金執行状況表」作成対象基金）とする。また、執行状況等の

公表の対象は、国からの出資により事業を実施している資金（③「出資状況表」作成対

象資金）とする。 

 

２．基金事業所管課等による基金の実態把握及び点検 

（１）基金事業所管課は、１．の対象基金及びその基金事業について、「補助金等の交付

により造成した基金等に関する基準」（平成 18 年８月 15 日閣議決定）及び「基金の

点検・見直しの横断的な方針について」（令和５年 12 月 20 日行政改革推進会議決定）

を踏まえ、執行状況や保有割合等の実態を把握し、余剰資金は国庫返納する等改善の

余地がないか厳格に点検を行うとともに、入力事項に誤記入等がないか、行政事業レ

ビュー実施要領及び基金シート等作成要領にのっとった入力となっているかについ

ても丁寧に確認を行う。（第１次チェック） 

（２）各局庁の庶務課は、基金事業所管課による第１次チェックの内容について必要に応
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じてヒアリング等を行い、実態把握及び点検の結果等が適当でないと認める場合は、

基金事業所管課に対し改善を求める。（第２次チェック） 

（３）広報評価課は、予算課と連携の上、各局庁による第２次チェックの内容について必

要に応じてヒアリング等を行い、実態把握及び点検の結果等が適当でないと認める場

合は、各局庁に対し更なる改善を求める。（第３次チェック） 

 

３．基金シートの作成･公表等 

（１）基金事業所管課は、１．の対象基金のうち①について、実態把握及び点検の結果等

を基金シートに入力する。 

（２）チームは、原則全ての基金事業について、当省が選任した外部有識者に点検を求め

る。 

（３）チームは、２．（１）～（３）で基金事業所管課等が実施した実態把握及び点検の結

果等について、厳格な点検を行う。点検結果については、所見として基金シートに入

力する。 

（４）基金事業所管課は、（２）の外部有識者による点検及び（３）のチームによる点検を

経た上で、チームの所見に的確に対応することとし、その対応状況等について基金シ

ートに入力する。基金シートについては、９月中旬までにレビューシートシステム上

で公表する。 

（５）基金シートの作成に当たっては、国民に対する説明責任を果たす観点から、分かり

やすく入力するよう留意する。 

 

４．地方公共団体等保有基金執行状況表及び出資状況表の作成・公表 

基金事業所管課は、１．の対象基金のうち②については「地方公共団体等保有基金執

行状況表」を作成し、９月中旬までにレビューシートシステム上で公表する。また、③

については「出資状況表」を作成し、９月中旬までにレビューシートシステム上で公表

する。 

 

Ⅳ.その他 

１．政策評価等との連携 

レビューと政策評価、ＥＢＰＭの取組の一体的な推進を図るため、レビュー、政策評

価及びＥＢＰＭの担当との連携、成果目標等の整合性の確保等を図る。 

 

２．優良事業改善事例 

自律的にレビューシートの品質管理を進め、事業の改善に向けた職員の意識改革・行

動変容を促すため、チームは、事業所管課による自主的な事業改善の取組のうち、優れ

た取組を優良事業改善事例として積極的に選定し、表彰するとともに、省内に普及する。

また、事業所管課は優良事業改善事例を参考にして、積極的な事業改善に努める。 

なお、優良事業改善事例については、９月末までに公表する。 
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３．レビューシートの活用 
作成したレビューシートの予算編成過程での活用や、ＥＢＰＭの考え方に基づく事業

の品質管理等を通じた政策効果の点検・改善を推進する。 
 

４．人事評価への反映 

優良事業改善事例を始め、レビューの取組を通じ、職員が厳格な事業の点検や積極的

な事業の見直しを行った場合、評価者は当該職員の人事評価に適切に反映するよう努め

る。 

 

５．職員の資質向上の取組 

職員のレビューに対する理解や意識の向上を図るため、研修、各種会議その他の機会

を活用して、レビューの意義や内容等について、浸透の徹底を図る。 

 

６．スケジュール（別紙２） 
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（別紙１） 

農林水産省行政事業レビューの取組体制 

 

 

 

統括責任者 ：大臣官房長 

副統括責任者：大臣官房危機管理・政策立案総括審議官 

大臣官房総括審議官 

チームメンバー： 

大臣官房秘書課長 

大臣官房文書課長 

大臣官房予算課長 

大臣官房政策課長 

大臣官房地方課長 

大臣官房環境バイオマス政策課長 

大臣官房参事官（経理） 

大臣官房参事官（デジタル戦略） 

大臣官房新事業・食品産業部新事業・食品産業政策課長 

大臣官房統計部管理課長 

消費・安全局総務課長 

輸出・国際局総務課長 

農産局総務課長 

畜産局総務課長 

経営局総務課長 

農村振興局総務課長 

農林水産技術会議事務局研究調整課長 

林野庁林政課長 

水産庁漁政課長 

 

事務局長：大臣官房広報評価課長 

 

 

 

 

 

 

 

内閣官房行政改革推進本

部事務局が選任する外部

有識者 

+ 

 

農林水産省が選任する外部有識者 

+ 

農林水産省行政事業レビュー 

外部有識者会合 

農林水産省行政事業レビュー推進チーム 
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（別紙２） 

 

令和６年度における行政事業レビュースケジュール（想定） 

 

 

４月下旬 ○令和５年度農林水産省行政事業レビュー行動計画の公表 

 

４月下旬 ○農林水産省行政事業レビュー外部有識者会合の開催（公開プロセス対象事業の

選定） 

 

６月下旬 ○公開プロセスの実施 

 

７月上旬 ○外部有識者による点検 

 

８月上旬 ○農林水産省行政事業レビュー推進チームによる点検（チーム所見決定） 

 

８月下旬 ○外部有識者による政務への講評 

 

９月上旬（令和７年度予算概算要求提出期限の翌日） 

 ○レビューシートの公表 

○令和７年度予算概算要求への反映状況の公表 

 

９月中旬 ○基金シートの公表 

○「地方公共団体等保有基金執行状況表」の公表 

○「出資状況表」の公表 


